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港湾行政の使命

→「みなと」の視点から、我が国の抱える社会課題(国際、国
内)に取り組むこと。決して「港湾」と言う場に縛られない。

(個人の思いとして)、インフラ行政の究極の目的は、インフ
ラを整備することで利便性を高めたり安全にする事では終わ
らない。それにより、社会の付加価値を高め、人々を幸福に
することにある。

従って、「モノづくり」の視点だけでは無く、社会システム
の変革など「コトづくり」の視点でも取り組むことが重要。
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我が国の社会課題って何？

最近のテーマとして念頭にすぐ浮かぶもの
（思いつくまま）
・人口減少／少子高齢化／労働人口減
・生産性の低さ／デジタル化の遅れ／長時間労働
・気候変動／災害常襲・大震災
・成長しない経済／伸びない所得／国際競争力の低下
・東京一軸一極集中／縮小する地方
・経済含む総合的な安全保障／エネルギー／サプライチェーン
・老いて行くインフラ／老いて行く社会
・男女格差／LGBT 等々

・・・・・・・・・・・
・でも、最大の課題は国民の幸福度が低い
ことなのでは？
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これらの社会課題に対する
港湾局の向き合い方

PORT2030（2018年策定）において体系化し、港湾
の基本方針に反映

港湾政策における基本的な方針として、最新の国
際・国内の情勢を反省させながら推進中
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港湾の中長期政策「PORT 2030」の構成

・グローバルSCM 、農林水産品輸出、越境EC

等も活用して、世界で稼ぐ
・人手不足に対応し、国内輸送を支える
・再生部品輸出や越境修繕サービス等のサー
キュラーエコノミーの取込み
・アジアのクルーズ需要の更なる取込み、寄港地
の全国展開、国内市場の開拓

・地域の価値を向上させ、観光客や市民を引寄
せる美しい「コトづくり」空間に
・ロジスティクスを核として付加価値を生み出す
新たな産業の展開
・資源エネルギーチェーンの世界的な変化の先
取り、コンビナート再生
・地球環境や海洋権益の保全

・AIやIoTを活用した港湾の建設・維持管理・運営サイクル全体のスマート化、強靱化
・様々なつながりを通じて新たな付加価値の創出を目指す「Connected Industries」
 を支えるプラットフォームに進化させるとともに、海外展開やスマートワーク化を促進

１．グローバルバリューチェーンを支
える海上輸送網の構築

２．持続可能で新たな価値を創造す
る国内物流体系の構築

３．列島のクルーズアイランド化

４．ブランド価値を生む空間形成

５．新たな資源エネルギーの
     受入・供給等の拠点形成

６．港湾・物流活動のグリーン化

７．情報通信技術を活用した
港湾のスマート化・強靱化

８．港湾建設・維持管理技術の
変革と海外展開

中長期政策の方向性（８本柱）Ⅰ．列島を世界につなぎ、開く港湾
 【Connected Port】

Ⅱ．新たな価値を創造する空間
【Premium Port】

Ⅲ．第４次産業革命を先導するプラットフォーム 【Smart Port】

新たな
価値を
創造

あらゆるモノ、ヒト、情報、主体、空間をつなぐ、「 フィジカル＆サイバー プラットフォーム 」へと進化

○2030年の港湾
Cyber Port

Physical Port

☆ 地政学的な変化やグローバルな視点を意識する
☆ 地域とともに考える
☆ 「施設提供型」から「ソリューション提供型」に変える
☆ 「賢く」使う
☆港湾を 「進化」させる

✓  新興市場の拡大と生産拠点の南下、インバウンド客の増加
✓  人口減少・超成熟化社会の到来と労働力不足
✓  第４次産業革命の進展
✓  資源獲得競争の激化と低炭素社会への移行
✓  巨大災害の切迫とインフラの老朽化

国内外の社会経済情勢の展望 港湾政策の基本的理念
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【物流への影響】
✓2020年夏以降、アジア発北米向けのコンテナ荷動きが急拡大したことなどに伴う北米港湾
の混雑を契機としたコンテナ船の滞船やそれに伴う輸送スケジュールの大幅な遅延、抜港、
運賃高騰など、国際コンテナ物流が混乱し、サプライチェーンに深刻な影響。

✓中国のゼロコロナ政策による塩田港や寧波・舟山港の封鎖、上海の都市封鎖による国際物
流の混乱や中国経済活動の停滞により、日本からの輸出が減退。

✓コロナ禍において、重要物資の供給途絶が国民の生命や経済活動を脅かす事例が発生す
るなど、脆弱性や潜在リスクが顕在化。世界各国で経済安全保障を強化する動きが加速。

【人流への影響】
✓2020年２月以降、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、国の水際対策が強化され、
訪日外国人の新規入国を制限。

✓2020年3月以降、国際クルーズの運航休止。

新型コロナウイルス感染症拡大

働き方改革

✓ 働き方改革関連法案に基づき、2024年4月よりトラックドライバーの時間外労働に上限
規制が適用されることから、労働力不足が懸念（2024年問題）。

✓ 港湾運送事業の事業所の４割で港湾運送に影響（「令和3年港湾労働者不足に関する
実態調査」）

✓ 2019年6月、建設業においても働き手不足等に対応するため担い手三法が成立。

ロシアによるウクライナ侵攻

✓ 2022年2月、ロシアがウクライナに侵攻し、世界各国が経済制裁を強化。エネルギー安
全保障の観点から、ロシア依存の低減・調達網の多角化や脱炭素化の加速が必要。

✓ コロナ禍における米国や中国の木材需要増大等による価格高騰・逼迫（ウッドショック）
に加え、ロシア産木材の禁輸措置による供給減により価格高騰が加速。

✓ 物流混乱や輸入資源の高騰、急激な円安などにより、貿易収支が悪化。

カーボンニュートラル社会への要請

デジタルトランスフォーメーション（DX）の加速

✓ 世界的に脱炭素化に向けた動きが加速。
✓ 2020年10 月、我が国は「2050年カーボンニュートラル」を宣言し、2021年４月には、
「2030年度に、温室効果ガスを2013年度から、46パーセント削減することを目指す」こと
を表明。

✓新型コロナウイルス感染拡大により、行政サービスや民間におけるデジタル化の遅れが
浮き彫りとなり、社会におけるDXが加速。非接触物流システムの開発・導入が進展。

✓デジタル庁の設置や「デジタル社会の実現に向けた重点計画」などのデジタル化実現の
ための政府計画の策定。

PORT２０３０施策との関係PORT２０３０策定以降の社会経済情勢の変化

○サプライチェーンの分散化を支える多様な航路網の拡充の重要性が
顕在化

⇒産業構造や船舶大型化等の動向等を踏まえ、東南アジア地域等と
のシャトル航路の構築に向けた検討を着実に実施。

○国際基幹航路の安定的な寄港の維持・拡大の重要性が改めて顕在化

⇒世界に選ばれる港湾を目指し、 「集貨」「創貨」「競争力強化」に加え、
カーボンニュートラルポートの形成、港湾物流のDX等に取り組むこと
で寄港の維持・拡大の達成を着実に実施

○国際クルーズの再開と安全・安心な寄港促進に向けた検討が必要。

⇒国内外の感染症状況や水際対策の動向を踏まえ、新たにクルーズ
を安心して楽しめる環境づくりを推進

○港湾においてカーボンニュートラルの実現に向けた取組を着実に
推進していくことが重要

⇒臨海部の利用転換による競争力強化を促進
⇒カーボンニュートラルポートの形成を着実に実施
⇒洋上風力発電の導入促進を着実に実施

○生産性向上のため、港湾のDXに対する重要性や必要性が加速

⇒世界最高水準の生産性を目指し、Cyber Portや「ヒトを支援するAI
ターミナル」の形成を着実に実施。
⇒衛星やドローン等、ICTを活用した港湾整備や維持管理、防災体
制の構築を着実に実施

○労働力不足に対応した生産性向上の重要性が改めて顕在化

⇒自動係留装置の実証など、次世代高規格ユニットロードターミナ
ルの形成・全国展開を引き続き実施

「PORT 2030」策定（2018年7月）以降の社会経済情勢の変化と施策との関係

安全・安心の観点を加えたクルーズ振興（柱３，４）

カーボンニュートラルに向けた取組（柱５，６）

港湾DX（柱７，８）

次世代高規格ユニットロードターミナルの形成促進（柱２）

多様な航路網の形成促進（柱１）

国際コンテナ戦略港湾政策（柱１）

6



7

我が国の社会課題へのソリューションとしての港湾行政の
展開例
例えば…… 

（１）物流における経済安全保障

1）国際コンテナ戦略港湾

2）国際バルク戦略港湾

 （２）気候変動

1）緩和策：脱炭素化への取り組み（港湾におけるGX）

→CNPの形成、洋上風力発電、いのちのみなと（育む）

2）適応策：港湾防災 高潮・高波基準の見直し

 （３）生産性向上 （1）に加え、

1）港湾行政と2024年問題：内貿ユニットロードターミナルの革新

2）港湾におけるDX：サイバーポートの展開（物流、管理、インフラ）

等々・・・



ざっくりとみた北海道の社会課題

・人口減少ペース／高齢化率／労働人口減少：すべて全国平均より深刻
・域内GDPの成長率それほど高くない
→製造業が弱いなど、他地域からの所得移転が弱いことも一因
・物流事情が厳しい：リードタイム・コストともに弱点
→地政学的デメリット？メリットは活かせているか？

ここ数十年間の紆余曲折あれど、トレンドが良い方向に変わるほどのインパクトは
今まで無かったのでは……

一方で、北海道のおかれている状況は更に厳しい……







40年時点での年齢3区分別の人口構成比 （割合）について、全国と比較
すると、北海道の生産年齢人口では3．1ポイント低い 50．8％、年少人口
では1．6ポイント低い8．4％、高齢者人口では4．6ポイント高い40．7％ と
なり、全国に比べて働き手が少なく高齢者が多い地域となる。また、年少
人口は減少 するが高齢者人口の増加により、北海道の従属人口指数3 

は2000年の47．6から40年には 96．8へと倍増し、大人103人で子どもと
高齢者100人を扶養する社会になるものと見込まれる









北海道の社会課題に対する港湾からのアプローチ
北海道港湾2050～グリーン&デジタル社会を創る北海道港湾（2021年）
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苫小牧港及び周辺地域のレビュー



1．北海道の港湾位置図
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種別 北海道 全国 備 考

国際戦略
港湾

0 5 長距離の国際海上コン
テナ運送に係る国際海
上貨物輸送網の拠点と
なり、かつ、当該国際海
上貨物輸送網と国内海
上貨物輸送網とを結節
する機能が高い港湾で
あって、その国際競争
力の強化を重点的に図
ることが必要な港湾 

国際拠点
港湾

2 18 国際戦略港湾以外の港
湾であって、国際海上
貨物輸送網の拠点とな
る港湾

重要港湾 10 102 国際戦略港湾及び国際
拠点港湾以外の港湾で
あって、海上輸送網の
拠点となる港湾その他
の国の利害に重大な関
係を有する港湾

地方港湾 23 807 国際戦略港湾、国際拠
点港湾及び重要港湾以
外の港湾

合計 35 932

(参考)

国土面積
83千km2

（22％）
378千km2

（100％）

＜北海道の港湾位置図＞

地方港湾

国際拠点港湾

重要港湾

函館港

椴
法
華
港

瀬
棚
港

十勝港室蘭港

森
港

白
老
港

浦
河
港 え

り
も
港

岩
内
港

釧路港

霧
多
布
港

紋別港

枝
幸
港

焼
尻
港

天
売
港

留萌港
増
毛
港

石
狩
港

石狩湾新港小樽港

余
市
港

宗
谷
港

稚内港

鴛
泊
港

沓
形
港

香
深
港

苫小牧港

松
前
港

江
差
港奥

尻
港

根室港

天
塩
港

網走港
羽
幌
港

国土の２２％を占める広大な面積を有し、四面を海に囲まれている北海道には大小３５の港湾が
所在（国際拠点港湾：２港、重要港湾：１０港、地方港湾：２３港）。

※2021年4月1日現在、56条港湾を除く



地域経済分析システム(RESAS)利活用事例集2017 苫小牧市から抜粋



２．苫小牧港の全景

札幌まで
約６０ｋｍ

新千歳空港
まで約20ｋｍ

←至 室蘭・函館

↑

至 札幌

フェリー
（太平洋側）

4航路 47便／週

フェリー
（日本海側）

3航路 13便／週

ＲＯＲＯ船

8航路 30便／週

ＲＯＲＯ船

2航路 6便／週

ＲＯＲＯ船

2航路 8便／週

コンテナ

・外航           7航路 7.5便／週
・国際ﾌｨｰﾀﾞｰ 3航路 3便／週

西港区

東港区

※2024 年4月現在

苫小牧東部地域
（工業団地）

新千歳空港

札幌

苫小牧港

苫小牧東IC

苫小牧中央IC
（2020.12供用開始）

厚真IC

苫小牧駅

南千歳駅

漁港区

苫小牧西部工業基地
（工業団地）
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ラピダス建設予定地



苫小牧港
6.5%

名古屋港
5.0%

北九州港
3.8%
千葉港
3.8%

大阪港
3.6%

神戸港
2.7%

その他
74.6%

苫小牧港

55.8%

函館港

16.5%

釧路港

7.0%

室蘭港

6.6%

小樽港

5.9%

フェリー
67.1%

完成自動車
5.7%

その他石油
4.0%

その他輸送機械
2.5%

再利用資材
2.4%

その他
18.2%

フェリー
64.5%

その他輸送機械
8.5%

紙・パルプ
4.4%

その他石油
4.2%

重油
3.1%

その他
14.9%

名古屋港
6.4% 千葉港

5.3%
苫小牧港

4.2%

横浜港
4.1%

北九州港
3.9%

神戸港
3.6%

その他
72.4%

原油
37.1%

石炭
29.7%

木材チップ

6.8％

動植物性製造

飼肥料4.5％

とうもろこし
4.4%

その他
17.5%

原油
29.4%

紙・パルプ
10.0%

水産品

9.0％
自動車部品

7.3％

その他日用品
6.3%

その他
38.1%
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■取扱貨物量 10,805万トン（内貿：9,226万トン、外貿：1,579万トン）（全道の約5割、全国3位）

■貿易額：14,321億円

●苫小牧港の貨物シェア

（出典）函館税関調査部調査統計課

●内貿（全国1位） ●外貿

（出典）苫小牧港統計年報（令和4年）

●苫小牧港の貨物シェア

（出典）国土交通省 港湾統計(令和4年)

北海道計
1.94億t

その他
重要港湾

5.1%

地方港湾 3.0%

移出合計
4,578万t

移入合計
4,648万t

輸出合計
139万t

輸入合計
 1,440万t

全国計
25.6億t

道内1位

苫小牧港 4.2%
外貿+内貿 内貿のみ

全国計
14.3億t

苫小牧港 6.5%

国内第3位

苫小牧港
55.8％

苫小牧港の取扱貨物量

22年連続
全国1位



釧路港

7%

小樽港

3%

0 50,000,000 100,000,000 150,000,000 200,000,000

輸出 輸入

移出 移入

出典）国土交通省 港湾統計（令和4年）

1位
名古屋港

2位
千葉港

4位
横浜港

3位
苫小牧港

5位
北九州港

R4年(2022年) 港湾取扱貨物量（外貿＋内貿） R4年(2022年) 港湾取扱貨物量（内貿）

出典）国土交通省 港湾統計（令和4年）

t
t

苫小牧港におけるコンテナ貨物取扱量推移コンテナ貨物取扱量の道内シェア

出典）国土交通省 港湾統計（令和4年）

35.3万TEU

道内7割

注)外貿コンテナ＋内貿コンテナ

苫小牧港の取扱貨物量

苫小牧港

71%

石狩湾新港

15%

その他
3%

北海道計

４５．４万TEU

1億41万t

1億6,358万t

1億3,661万t

1億805万t

1億622万t

国内第３位

－  20,000,000  40,000,000  60,000,000  80,000,000  100,000,000

移出 移入

9,226万t
1位

苫小牧港

2位
北九州港

4位
名古屋港

3位
千葉港

5位
大阪港

5,482万t

22年連続
国内
第1位

7,067万t

5,486万t

5,120万t

17.5 16.5 
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移入(フィーダー)

移出(フィーダー)

輸入

輸出

国際フィーダーコンテナ航路
週4便 76,878TEUを輸送

（2022年） 22

東港連続
２バース化

内航フィーダー航路
が東港区に移転

西港区→東港区に
外貿コンテナ機能

全面移転

注）国際フィーダーコンテナ取扱個数は2012年より集計

出典 港湾統計、苫小牧港管理組合資料

コンテナターミナル
の計画取扱量
（30万TEU）
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苫小牧港の定期航路

仕向地域 航路 便数

常陸那珂 1 12便/週

東京 3 11便/週

川崎 1 3便/週

名古屋 4 9便/週

敦賀 1 6便/週

大阪 2 3便/週

合 計 12 44便/週

フェリー RORO船

航路数 12

航路数 3

国際ﾌｨｰﾀﾞｰｺﾝﾃﾅ

仕向地域 航路 便数

横浜 3 ３便/週

合 計 3 3便/週

仕向地域 航路 便数

北米 1 0.5便/週

韓国 4 5便/週

中国・韓国 2 2便/週

合 計 7 7.5便/週

外貿コンテナ航路

航路数合計 29航路
約114.5便／週

航路数 7

国内長距離定期船便数は日本一！

※内航長距離フェリー及び内航定期RORO船の
就航便数合計は、76便／週

 （苫小牧港管理組合調べ（参考値））

港 名 便 数

1 苫小牧 76便/週

2 東京 50便/週

3 大阪 40便/週

：長距離定期便

仕向地域 便数

八戸 28便/週

仙台 3.5便/週

大洗 12便/週

仙台～名古屋 3.5便/週

秋田～新潟 5便/週

秋田～新潟

～敦賀
1便/週

敦賀 7便/週

合 計 60便/週

航路数 7

※長距離フェリー：旅客フェリーのうち、片道の航路距離が300ｋｍ以上で、
陸上輸送のバイパス的な役割を果たす 船舶（国土交通省海事局HP） 

内航 外航

※2022年4月現在

※2023年10月現在

※2023年4月現在

※2024年4月現在

※2024年4月現在

シアトル

エバレット
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主な立地企業（西港区）

エネルギー 農産品 製造（自動車） 製造（工業品）凡例：

【バイオマス発電】
勇払エネルギーセンター合同会社

（日本製紙㈱・双日㈱）
（2023.2操業開始）

【紙・パルプ】
王子製紙(株)苫小牧工場

（1910.9操業開始）

【木材】
(株)イワクラ（1967.12操業開始）

王子木材緑化(株) 他

【木質バイオマス発電】
苫小牧バイオマス発電(株)

（2017.2 操業開始）
【アルミ製品】
日本軽金属（株）
（1969.10操業開始）

【天然ガス】
石油資源開発(株)
（1996.2操業開始）

【電力供給】
北海道パワーエンジニアリング（株）

（1971.5操業開始）

【ガソリン・灯油】
出光興産(株)北海道製油所（1973.9操業開始）

【飼料】
ホクレンくみあい飼料(株)（1971.4操業開始）

ＭＦフィード(株)
雪印種苗(株)

新北海道飼料(株)

【自動車部品】

(株)三五北海道

（2007.10操業開始）

【その他】
経済産業省 ＣＣＳ実証試験（2016.4圧入試験開始）

出典：Ｇｏｏｇｌｅ マップ（Google, ZENRIN）

【飼料】
苫小牧飼料(株)（1995.4操業開始）

中部飼料(株)（1993.6操業開始）

苫小牧西部工業基地
（工業団地）

【自動車部品】
トヨタ自動車北海道(株)（1992.10操業開始）

(株)シーヴイテック北海道（2014.1操業開始）
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主な立地企業（東港区）

凡例：

リサイクル

エネルギー

【石油備蓄基地】
苫東国家石油備蓄基地（1984.10第1工区完成）

北海道石油共同備蓄(株)（1982.7第1期完成）

【金属スクラップ】
(株)マテック（2006操業開始）

【廃プラスチック発電】
(株)サニックスエナジー

（2003.4運転開始）

【電力供給】
北海道電力（株）苫東厚真発電所

（1980.10 1号機運転開始）

【石炭】
苫東コールセンター(株)

（1985.1操業開始）

【アルコール】
合同酒精(株)
（2009.4操業開始）

農産品

【植物工場】
苫東ファーム(株)（2014.11操業開始）

0 500 1,000 2,000 3,000m
製造（自動車）

製造（工業品、食品）

【製粉】
北海道そば製粉(株)（2016.9操業開始）

【自動車部品】
アイシン北海道(株)（2007.4操業開始）

【自動車部品】
いすゞエンジン製造北海道(株)

（1984.6操業開始）

【自動車部品】
(株)ダイナックス苫小牧工場

（1990.3操業開始）

出典：Ｇｏｏｇｌｅ マップ
（Google, ZENRIN）

【植物工場】
Ｊファーム(株)（2014.8操業開始）

苫小牧東部地域
（工業団地）

【物流センター】
コメリ北海道物流センター（2018.3操業開始）

物流

【温度管理型冷凍冷蔵庫】
北海道クールロジスティクスプレイス(株)

（2020.5操業開始）

【バイオマス発電】
苫東バイオマス発電合同会社

（2025.4 稼働予定）









苫小牧港における、地域社会課題への対応例

• 2024年問題：

西港、東港における内貿ユニットロードターミナル
の再編整備

• 経済安全保障：

コンテナターミナル、バルクターミナル、北極海航路
をも視野に入れた国際物流ネットワークの構築

• 気候変動：

カーボンニュートラルポート（CNP）の実現

等 29



出典：全国貨物純流動調査（３日間調査）

■距離帯別代表輸送機関分担率（2021年）
貨物量

（全輸送機関合計）

1,465万トン

324万トン

139万トン

75万トン

45万トン

24万トン

87.0%

74.3%

65.6%

61.5%

31.2%

22.9%

0.0%

0.3%

1.1%

5.3%

17.0%

31.5%

4.3%

23.1%

31.5%

30.5%

45.7%

34.4%

0.7%

2.2%

1.8%

2.6%

5.9%

10.5%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

~100km

100~300km

300~500km

500~700km

700~1000km

1000km~

トラック 内航フェリー・RORO船 その他船舶 鉄道 航空 その他

■内航フェリー・RORO船による輸送

・一度の航海で大
量のシャーシを運
ぶことが可能。
・有人航送の場合、
ドライバーは休息
扱いとなる。（ヘッ
ドを切り離せば無
人航送となる。）

■内航フェリー・RORO船の大型化動向（全国平均）

内航フェリー 1990年 2020年
伸び率

（1990年⇒2020年）

総トン数 7,900トン 11,000トン 約1.4倍

シャーシ
積載台数

95台 131台 約1.4倍

RORO船 1990年 2020年
伸び率

（1990年⇒2020年）

総トン数 4,300トン 11,000トン 約2.6倍

シャーシ
積載台数

50台 133台 約2.7倍

※内航フェリーは中長距離航路（100km以上の航路）を対象とした（沖縄本島以外の離島航路除く。）。 
出典：海上定期便ガイド、日本船舶明細書、内航船舶明細書

※距離の目安として、東京～名古屋で約350km、東京～大阪で約500km、
東京～福岡又は札幌で約1,100km（都市間の距離計算はGoogle Mapで計測）

□北九州～横須賀
新規フェリー航路
（東京九州フェリー）
2021年７月就航
・総トン数 ：約15,000トン

□苫小牧～東京～清水～
大阪～清水/東京～仙台
新規RORO航路（栗林商船）

2018年5月就航
・総トン数 ：約13,000トン

□博多～敦賀
新規RORO航路（近海郵船）
2019年4月就航
※13年ぶりに復活
・総トン数 ：約9,800トン

RORO船

（敦賀港）

■内航フェリー・RORO船の就航状況
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内航フェリー・RORO船輸送の機能強化

■「物流の2024年問題」等により
不足する営業用トラック輸送量

2024年度 2030年度

不足する
輸送量

4.0億トン 9.4億トン

不足する
輸送量
割合

14.2％ 34.1％

出典：「持続可能な物流の実現に向けた検討
会」における（株）NX総合研究所試算

〇 内航フェリー・RORO船による輸送は、1,000km以上の距離帯で全輸送モードの３割以上の輸送量を占めるなど、国内の長距離輸送において重要な
輸送手段であり、災害時に緊急輸送手段となるなど、国内物流を維持する上で極めて重要。
〇 2024年度からのトラックドライバーの時間外労働の上限規制等による「物流の2024年問題」等により不足するトラック輸送量に対し、長距離輸送を中
心に、陸送から内航フェリー・RORO船による輸送へモーダルシフトが進む可能性がある。
○ 「物流革新緊急パッケージ」（令和５年１０月関係閣僚会議決定）において、鉄道（コンテナ貨物）、内航（フェリー・RORO船等）の輸送量・輸送分担率
を今後10年程度で倍増する旨盛り込まれた。



内航フェリー・RORO船ターミナルの機能強化～「物流2024年問題」への対応～

○ モーダルシフト等に対応するための内航フェリー・RORO船ターミナルの機能強化として、船舶大型化等に対応した港湾整備   
や、情報通信技術により荷役効率化等を図る「次世代高規格ユニットロードターミナル」の形成に向けた取組を推進する。

船舶大型化や情報通信技術導入等を踏まえたターミナル整備上の留意点検討

岸壁等の港湾施設の整備

小口貨物積替施設の整備

シャーシ・コンテナ位置管理

船舶入退場口の
シャーシ・コンテナ

出入管理

シャーシ・コンテナ置き場の整備

ターミナル入退場口のシャーシ・コンテナ
出入管理・ダメージチェック

リーファープラグの整備

次世代高規格ユニットロードターミナル形成に向けた取組イメージ
出典：「次世代高規格ユニットロードターミナル検討会」中間とりまとめ（令和５年６月）

■取組概要

➢ シャーシ・コンテナ位置管理等の
システムに関する技術検証

• ターミナル内のシャーシ・コンテナの位置管理が十分  
なされておらず、ドライバーが引き取りにきた牽引用  
シャーシ・コンテナの探索に時間を要している（※）。

• また、ターミナルの入退場管理をターミナル作業員が目視
で行っており、一定の時間を要している状況。

• 荷役効率化等に向けたシャーシ・コンテナの位置管理等の
システムに関する実地での技術検証を実施する。

シャーシを探索するヘッドの様子

（※）探索時間は、ターミナルによって違いはあるが、最大60分程度を要している
（「次世代高規格ユニットロードターミナル検討会」構成員へのヒアリング結果）

• 「物流2024年問題」やトラックドライバー不足等の課題   
解消に向けて、モーダルシフトを促進し、増大する海上  
物流のニーズに対応するため、長距離輸送等を担う     
内航フェリー・RORO船ターミナルにおけるシャーシ・      
コンテナ置場等の整備に対する支援制度を創設する。         
（補助率 １／３以内）

ターミナルの入退場の様子

小口貨物積替施設 リーファープラグシャーシ・コンテナ置場

➢ モーダルシフト促進等に向けた機能強化
新規・令和５年度補正

非公共

新規（拡充）
公共

大阪港 敦賀港

東京港 大分港博多港

シャーシ・コンテナ置場の整備
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北海道内の物流2024年問題への取組

道東

函館港

十勝港

物流センター

釧路港

苫小牧港
室蘭港

令和6年5月
京浜～十勝～釧路～京浜
国際フィーダー航路
(OOCL・井本商運)

道東の農水産品等の輸出等のための新規航
路を就航

令和6年5月
苫小牧～釧路RORO航路

（栗林商船）

イオン㈱が物流センターから釧路
までのトラック輸送の代替として既
存航路活用の実証実験を実施

令和5年10月
室蘭～青森フェリー航路
（津軽海峡フェリー）

荷主からの要請により、トラック輸送
距離の削減のため函館ー青森航路
をシフト

苫小牧港東港区ターミナル整備事業

苫小牧ー日本海航路の貨物輸送量増加
による道内トラック輸送距離の削減



誘導員

■老朽化した岸壁の改良により、RORO船の荷役の安全性及び効率性の向上

■岸壁の耐震化により、震災発生時の物流機能の確保

■新たな船だまりの整備により、小型船の係留場所の確保と作業効率の向上、安全性の確保

■岸壁と荷捌き地を一体的に整備し、RORO船の荷役の効率化を図るとともに、新たな船だまりを整備することで、
RORO船の運航に欠かせない小型船の適正な利用形態の確保や作業の効率化を図る

【整備前】
 苫小牧港西港区の商港地区は、建設後45年以上が経過しているほか、
岸壁背後に上屋が存在し、エプロン幅が狭いためシャーシ等の利用に
支障をきたしている。また、耐震強化岸壁が存在しないため、大規模
地震発生時の物流機能の確保が課題となっている。
 さらに、汐見地区船だまりは、小型船の係留施設の延長が不足し、
不適切で危険な利用方法となっており、作業効率も低下している。

【整備後】
 商港地区の岸壁と荷捌き地をRORO船に対応した岸壁へ改良することで、
荷役の安全性と効率化を確保するとともに、岸壁の耐震強化により、
震災後の物流機能を確保する。
 また、汐見地区に船だまりを整備することで、小型船の係留施設を
確保し、RORO船の運航に不可欠な小型船の作業効率を向上させる。

岸壁と上屋の間の狭隘なスペース 老朽化した岸壁と背後の荷捌き地を一体的に整備

岸壁の耐震化 荷役スペースの確保による荷役
の安全性と効率性を確保

タグボートの係留箇所
(一部延長不足により
他岸壁にシフト)

西港区商港地区複合一貫輸送ﾀｰﾐﾅﾙ改良事業
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○トラックドライバーの労働時間短縮や災害時に物資や避難者を運ぶ船舶が接岸できる耐震強化岸壁を整備してい

る（令和４年度事業化）。

○新たな岸壁の整備により、より柔軟なフェリーダイヤの設定等が可能となるとともに、バルク貨物の荷役による制約がな

くなり、道内物流の効率化や労働環境の改善が期待される。

＜関東向けの農水産品のフェリー輸送の流れ（イメージ）＞

○苫小牧港の出港時刻に間に合わない農水
産品は函館港を利用。

○今後はトラックドライバーの時間外労働の上
限規制により、今後は長距離の陸上輸送が
困難になる見込み。

○労働規制に応じた柔軟なフェリーのダイヤ設
定が可能。

○トラックの陸上輸送距離の短縮により輸送コ
ストが削減。

青森港

函館港

東京

新潟港

565km
（片道）

732km
（片道）

北見市

苫小牧港東港区

13時間

12.5時間

青森港

苫小牧港東港区

東京

新潟港

311km
（片道）

354km
（片道）

（フェリー 約18,000GT）

20時間

北見市

函館港

10.5時間

8時間

長距離での陸上輸送の場合 苫小牧港からの海上輸送の場合

※想定される時間には運転時間のほか、複数個所での荷役作業に係る時間等も見込んで設定。

陸送 計25.5時間 陸送 計18.5時間

航行時間3.75h

＋休憩時間4.25h

計8時間

（フェリー 約2,000～9,000GT）

【事業の概要】

・整備施設：岸壁（水深9ｍ）（耐震）、

泊地（水深9m）、

港湾施設用地、

ふ頭用地

・事業期間：令和４年度～令和9年度

・総事業費：145億円（うち港湾整備事業費130億円）

浜厚真地区
はま あつ ま

泊地（水深9m）
（1.4ha）

岸壁（水深9m）
（耐震）（270m）

港湾施設用地
（2.3ha）

ふ頭用地
（1.9ha）

苫小牧港

【位置図】
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【クイックリリースによる緊急離岸時間の短縮】

○切迫する日本海溝沿いの大規模地震はもちろんのこと、マグニチュード8.2（阪神淡路大震災：7.3）の直下型地
震に対しても機能を確保できる耐震強化岸壁を整備する。また、係留ロープのクイックリリースの整備により、大規模津
波来襲時のフェリーの緊急離岸時間を３～４分短縮する。

〇カメラ等によるシャーシ管理システムの導入、クイックリリースによる綱取り作業の軽減、凍結抑制コンクリート舗装による
除雪の効率化等、ターミナルの生産性向上を図る。

緊急地
震速報

3分後

★水位低下（21分後）

★水位上昇（39分後）

★第一波到達（46分後）
（最大波高7.7ｍ）

■非常体制

■避難完了
（15分）

地震後18分

地震後14.5分

避難のリミット

発電機始動 発電機始動

■緊急離岸指示（キャプテン判断）

クイックリリースの整備

地震
発生

津波警報

津波情報
(逐次)

クイックリリース

綱解放（人力）
（4分）

ｽﾗｽﾀｰ始動・
離岸

綱解放（自動）
（0.5分）

ｽﾗｽﾀｰ始動・
離岸

■避難完了
（12.5分）
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苫小牧国際コンテナターミナル概要

36

【北米航路】 1航路 0.5便/週 バンクーバー、シアトル 等

【韓国航路】 4航路 5.0便/週 釜山、釜山新港

【中韓航路】 2航路 2.0便/週 上海、青島、大連 等

【国際フィーダー】 3航路 3.0便/週 横浜

○外貿コンテナ船及び国際フィーダー船定期航路

港湾計画における
コンテナターミナル面積

42.8ha

港湾計画上の取扱個数 300,500TEU／年

○ 令和３年４月から指定管理者制度を導入し 、 指定管理者に苫小牧国際コンテナターミナル (株)を指定。

○ 施設概要
〔公共〕岸壁（中央水深14ｍ）L=330m、 岸壁（中央水深12ｍ）（耐震）L=240m、コンテナヤード約25ha（整備中）、

 ガントリークレーン4基、REFコンセント458口 等
〔民間〕トランスファークレーン6基、トップリフター5基、ＣＦＳ、管理棟
〔周辺施設〕温度管理型冷凍冷蔵倉庫（R2.5.29営業開始、収容能力20,200t、CA冷蔵機能あり）

温度管理型冷凍冷蔵庫
「北海道クールロジスティクスプレイス」







カーボンニュートラルポート（CNP）の形成

「カーボンニュートラルポート(CNP)」の形成のイメージ

○ サプライチェーン全体の脱炭素化に取り組む荷主等のニーズに対応し、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化を図ることにより、荷主や船

社から選ばれる競争力のある港湾を形成する。

○ また、温室効果ガスの排出量が多い産業等が多く集積する港湾・臨海部において、水素・アンモニア等の受入環境の整備を図ることにより、

産業の構造転換及び競争力の強化に貢献する。

○これらにより、我が国が目標とする2050年カーボンニュートラルの実現に貢献する。

世界的なサプライチェーン全体の脱炭
素化の要請に対応して、港湾施設の脱
炭素化等への取組を進めることで、荷
主や船社から選ばれる、競争力のある
港湾を形成

産業のエネルギー転換に必要となる水
素やアンモニア等の供給に必要な環
境整備を行うことで、港湾・臨海部の産
業構造の転換及び競争力の強化に貢
献

荷主や船社から選ばれる

競争力のある港湾を形成

産業の構造転換及び競争力強化

への貢献
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港湾のターミナル等における温室効果ガス排出量

○物流拠点である港湾においては、出入りする多くの船舶や大型車両、貨物の積み下ろしや保管等に使用する
機械・施設等が燃料や電気を使用し、温室効果ガスを排出している。

○港湾のターミナル等における温室効果ガス排出量の試算結果は以下のとおり（2019年データ、国交省調べ）。

・国内の重要港湾以上の港湾（125港）の港湾のターミナル等における温室効果ガス排出量は、約900万トン。
・内訳は、背後圏輸送が約324万トン（約36％）。停泊中船舶が約273万トン（約30％）、荷役機械が151
万トン（約17％）の順に大きい。 （参考：日本の温室効果ガス総排出量（2021年度）は約11.7億トン）

排出源 排出量

背後圏輸送（コンテナ、バルク） 324

停泊中船舶（内航船、外航船） 273

荷役機械 151

海面埋立から発生するメタン 71

管理棟 66

リーファーコンテナ 7

燃料の燃焼から発生するN2O 4

渋滞（ゲート待ち車両） 2.5

合計 898.5

（単位：万t-CO2/年）

（注）上記の他、吸収源として、ブルーカーボン生態系による
CO2固定量を4.5万t-CO2/年と試算。

排出源別排出量

出典：国土交通省調べ、2022年2月

背後圏輸送

（コンテナ、バ

ルク）, 36.1%

停泊中船舶

（内航船、外

航船）, 30.4%

荷役機械, 

16.8%

海面埋立から発生

するメタン, 7.9%

管理棟, 7.3%

リーファーコンテナ, 0.8%
燃料の燃焼から発生する

N2O, 0.4%

渋滞（ゲート待ち車両）, 
0.3%

割合

温室効果ガス排出量の試算結果（2019年データ）



発電所・製油所や産業が集積する港湾

火力発電所 製油所 石油化学コンビナート

【出典】数字で見る港湾2021

発電所、製油所、製鉄所、化学工業の多くは港湾・臨海部に立地、
また、これらが使用する資源・エネルギーのほぼ全てが港湾を経由

製鉄所

※総出力10万kW以上の火力
発電所

※高炉を所有する製鉄所※石油連盟「製油所の所在地と原油処理
能力（2021年3月末現在）」より

※石油化学工業協会「石油化学コンビナート所在及び
エチレンプラント生産能力(2020年7月現在)」より

エネルギーの輸入割合例

出典：国立環境研究所HP資料より、港湾局作成

化学工業
(石油石炭製品を含む)
0.6億トン（5.4%）

その他
4.5億トン
（42.5%）

CO2排出量の約6割を占

める産業の多くは、港
湾・臨海部に立地

41

うち、事業用発電は約4.0億トン
【内訳（港湾局推計）】
石炭 約2.3億トン
ＬＮＧ 約1.4億トン
石油等 約0.3億トン

発電所・
製油所等
4.3億トン
（40.4%）

鉄鋼
1.2億トン
（11.7%）

CO2排出量（電気・熱配分前）
（2021年度確報値、2023.04.21公表）

計10.6億トン

ＬＰＧ

ＬＮＧ

石炭

原油

（出典） （公財）日本海事広報協会「日本の海運SHIPPINGNOW2023-2024」より作成

99.7%

99.6%

97.8%

76.3%



１．基本的な方針

1

【計画の目的】

苫小牧港のカーボンニュートラル化のみならず、北海道・わが国のカーボンニュートラルに貢献する。

（１）計画の対象範囲

■位置

区分 活動区分
対象施設等

（排出源・吸収源）

1)ターミナ
ル内 公共ターミナル施設の

管理(照明、動力)

コンテナターミナル、バルク・
ROROターミナル、小型船だまり
等

公共ターミナル内の港
湾オペレーションにお
ける民間事業活動

荷役機械、管理棟 等

2)ターミナ
ルを出入り
する船舶・
車両

海上輸送
公共ターミナル及び泊地に停泊中
の船舶

陸上輸送 公共ターミナルを出入りする車両

3)ターミナ
ル外

－ 火力発電所及び付帯する港湾施設

－ 製油所及び付帯する港湾施設

－ その他製造業

吸収源対策等
CO2の回収・固定・活用

ブルーカーボン生態系(藻場)

再生可能エネルギー等
太陽光発電、バイオマス発電、廃
プラスチック発電等

■港湾活動・施設（排出源・吸収源）

1)港湾管理者が管理する公共ターミナルにおける施設
管理や事業活動

2)公共ターミナルを経由して行われる物流活動（海上
輸送、トラック輸送、倉庫等）

3)港湾（専用ターミナルを含む）を利用して生産・発
電等を行う臨海部に立地する事業者（火力発電所、
その他製造業等）の活動

陸域：苫小牧港港湾計画の範囲
海域：港湾区域の範囲



１．基本的な方針

2

（２）取組方針

① 港湾オペレーションの脱炭素化

② 低・脱炭素燃料バンカリング機能

③ 港湾施設におけるブルーカーボン生態系の創出

④ 水素・燃料アンモニア等の効率的なサプライチェーンの構築

⑤ 既存の石油類の貯蔵アセットによる次世代エネルギーの貯蔵

⑥ 再エネや水素・脱炭素燃料等を活かした産業集積

⑦ 新千歳空港向けのSAFの生産と供給

わが国の2050年カーボンニュートラルに貢献する苫小牧港のポテンシャルを活かした目指す将来像

① 脱炭素化された港湾ターミナルの形成
ターミナルにおける必要電力の再生可能エネルギー化、荷役機械の電動化・FC化、低・脱炭素燃料バンカリングなどの
CO2削減の取組とともに、ブルーカーボン生態系の創出等によるCO2吸収の取組により港湾ターミナルの脱炭素化を図り、
サプライチェーン全体の脱炭素化に取り組む荷主や船社等に対応できる港湾を目指す。

② 北海道・北日本への次世代エネルギー（水素・アンモニア等）の供給ハブの形成
道内各地や北日本への陸上・海上エネルギー輸送ネットワークや、北米航路等のわが国の玄関口に位置する特徴を活か
し、北海道・北日本への水素・アンモニア等のサプライチェーン拠点を目指す。また、北海道唯一の石油精製、石油類
の貯蔵アセットといった既存施設やノウハウを活用し、非常時等に次世代エネルギーを供給する拠点を目指す。

③ CCUSバリューチェーンの形成
CCSやCO2船舶輸送、再エネ水素製造等のノウハウを活用し、立地する多種・多様な産業間の有機的な連携と更なる産業
集積による水素の地産地消を含むCCUSバリューチェーンの形成を目指す。

■目指す将来像

■将来像実現のための取組方針



KPI
(重要達成度指標)

具体的な数値目標

短期 2025年度 中期 2030年度 長期 2050年度

本計画の対象範囲全体のCO2排出量 －
139.6万トン

（2013年度比48％減）
カーボンニュートラル

（CN）

２．港湾脱炭素化推進計画の目標

0

50

100

150

200

250

300

基準年度

（2013年度）

直近年度

（2020年度）

短期目標

（2025年度）

中期目標

（2030年度）

長期目標

（2050年度）

[万トン]

268.4 258.7

0.0

139.6

2013年度比
▲48％

CNの実現設定
なし

CO2排出量

3

※北海道地球温暖化対策推進計画(第3次)改定版の温室効果ガス削減目標を踏まえて設定



苫小牧ﾊﾞｲｵﾏｽ発電㈱

苫東ﾊﾞｲｵﾏｽ発電(同)

勇払ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ(同)

北海道電力㈱

(a)ターミナル内
・RTGのHV化
（目標導入率：短期83％／中・長期100％）
・CO2フリー電力の導入

○ 中期（2030年度）目標であるCO2排出量48％削減（2013年度比）に対して、現状で実現・検討中の取組だけでは22％削減に
しか達しないため、次ページの将来構想を実現させることで達成率を高めていく。

３．港湾脱炭素化促進事業（実現・検討中の取組）

港湾脱炭素化促進事業によるCO2 排出量の削減効果（2030年度段階）

項目 (a)ターミナル内 (b)出入り船舶・車両 (c)ターミナル外 合計

① CO2排出量（基準年：2013年度） 1.0万トン 5.1万トン 262.4万トン 268.4万トン

② CO2排出量（現状：2020年度） 0.9万トン 6.0万トン 251.8万トン 258.7万トン

③ 港湾脱炭素化促進事業によるCO2削減量 0.2万トン 0.6万トン 0.0万トン 0.8万トン

④ 基準年からのCO2排出量の削減量（※5） 0.3万トン -0.3万トン 59.7万トン 59.6万トン

⑤ 削減率（④/①） 約27％ 約-6％ 約23％ 約22％

4※5「港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する事業」を含む(事業の効果を検討中のものは含まず)。

コンテナ
ターミナル

勇払マリーナ
西港フェリー
ターミナル

(b)出入り船舶・車両
・フェリー船のLNG燃料転換・燃料供給
・係留船舶への陸上電力供給 トヨタ自動車

北海道㈱
出光興産㈱

(c)ターミナル外
・水素製造※4

・バイオマス発電※4

・太陽光発電導入モデルの構築※4
RTGのHV化

フェリー船のLNG燃料転換

バイオマス発電

出典：苫小牧ﾊﾞｲｵﾏｽ発電㈱HP

出典：(株)商船三井プレスリリース2022.2.17 出典：苫小牧国際ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ(株)HP

水素製造

出典：北海道電力(株)プレスリリース2023.5.18



ターミナル内
・ホイールローダのHV化
・フォークリフトのFC化

４．港湾における脱炭素化の促進に資する将来の構想（実現可能性のある取組）

出入り船舶・車両
・車両のHV化、FC化
・RORO船のLNG燃料転換

ターミナル外
・CO2フリー電力の導入
・プラントの更新時における高効率機器の導入
・天然ガスへの水素混焼
・経年化した石油火力発電所の廃止

5

港湾・臨海部
・燃料アンモニアサプライチェーンの構築、受入
用設備等の検討

・ブルーカーボン生態系の創出
・電気運搬船による再エネの海上輸送と臨海部で
の利活用

出典：トヨタL＆F出典：日立建機㈱ 出典：日本郵船㈱出典：トヨタ自動車㈱

出典：JOGMEC 出典：川崎重工業㈱ 出典：㈱IHI 出典：㈱パワーエックス



苫小牧港における脱炭素化に向けた取組
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○ 令和５年度、港湾法第50条の３に基づき、官民で構成される「苫小牧港港湾脱炭素化推進協議会」を組織し、
苫小牧港港湾脱炭素化推進計画を策定。

【2050年のカーボンニュートラルポート形成イメージ】

出典）苫小牧港管理組合「苫小牧港港湾脱炭素化推進計画」資料より



○苫小牧港では、「CCS大規模実証」や「液化CO2船舶輸送実証」といったCCUSに関連する実証実験が実施さ
れており、ノウハウの蓄積、また関係者による協議の体制も整備されている。
○先進的CCＳ事業として、３社の民間企業が共同で事業実施に向けた検討を開始している。

⚫ 我が国初となるCCS大規模実証で
あり、2012～2015年度は、CO2
分離・回収設備等の設計・建設、坑井
の掘削を実施。

⚫ 2016年度より、CO2の地中への
圧入を開始（10万トン／年規模）し、
2019年に当初目標のCO2圧入量
30万トンを達成し、CO2圧入を停
止。

⚫ 2020年度以降は、モニタリングを
継続実施中。

液化CO２船舶輸送実証

出典：日本CCS調査株式会社

苫小牧CCS実証試験センター

CCS大規模実証

2021
～

2023

陸上設備の設計、
調達、建設

2023
～

2026

船舶輸送実証
試験

苫小牧港における脱炭素化に向けた取組（CCUSの取組）

⚫ 2030年頃のCCUSの社会実装
に向け、実証試験及び関連調査
を通じ、液化CO2の船舶輸送技
術の確立を目指す。

⚫ 舞鶴（京都府）－苫小牧間で、年
間1万トン規模のCO2の輸送実
証を実施予定。

⚫ NEDO公募事業として、日本
CCS調査㈱、(一財)エンジニアリ
ング協会、伊藤忠商事㈱、日本製
鉄㈱が共同受託。

先進的CCS

出典：石油資源開発㈱

⚫ 北海道・苫小牧エリアにおけるCCS実現可能性調査を、
JOGMECの公募事業として、石油資源開発㈱、出光興産㈱、北
海道電力㈱が共同受託。

⚫ 将来的なハブ＆クラスター型のCCUS事業への拡大を視野に、
まずは2030年までのCCS事業の開始に向けてCO2の分離・
回収、輸送、貯留に係る部分の検討を開始。

⚫ CO2の分離・回収については出光興産、北海道電力において、
CO2の貯留、輸送については、JAPEXにおいて検討を行う。

⚫ 2030年時点における貯留量年間約150万トンを目標とした、
苫小牧エリア内の貯留候補地点の選定や各種必要な施設整備、
パイプライン等について詳細に検討を行う。

出典：NEDO

実証試験船「えくすくぅる」
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6．地域連携の可能性

8

苫小牧港
室蘭港

広域連携

釧路港

• 目指す将来像のひとつ「北海道・北日本への次世代エネルギー供給ハブ」を目指すにあたっては、地
域間で連携して取り組んでいくことが重要である。

• 北海道から東北・北陸地方までの広域連携の実現により、苫小牧港を一次基地とした次世代エネル
ギーの供給サプライチェーンを構築できる可能性がある。



大変厳しい北海道の現状であるが、今までとは質・規模ともに今までと
は異なる新たな動きが顕在化してきた！

・経済安全保障上必要不可欠な次世代半導体工場の国を挙げて
の誘致(ラピダス)

・GX推進における重点地域(自然再生エネルギー拠点等)としての
取り組みの拠点形成の加速化

２０５０年の節目に向けて、この動きをいかに具体的な成果につ
なげるか！→弱点克服のチャンス！



世界は歴史的転換点に来ている

• 再エネ調達は国運を握る（物流、産業、生活全てにかかる）
• 省エネ技術は進めど電力消費量は増える可能性（EV普及、

AI活用社会、データセンターの増、ｅｔｃ……）
→エネルギー調達に関して我が国は明治維新以降の歴史的
転換点に来ている可能性
アップルが取引先に「スコープ3」までの開示を求め、2030年
までにサプラーチェーン全体のCO2排出量ゼロを目指す、など
具体的動きが加速。

計画前発電所のいわば青田買いによるクリーンエネルギー
の確保
など、ここ数年で大きな動き。



北海道が脱炭素時代のエネルギー拠点になる

• その動きは、苫小牧港周辺地域等で加速している

• CCUS、グリーン水素製造など、産業立地と港湾拠点
がリードしている

• 北海道の電力需要は２０２３年を底に２０３０年にかけ
て増えてゆく

• 豊かな再生エネあって初めて各種脱炭素技術がつな
がるサプライチェーンが実現できる
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洋上風力発電に係る促進区域等の位置図（令和６年６月現在）

凡例
：促進区域 （10海域）
：有望な区域（9海域）
：一定の準備段階に進んでいる区域（8海域）
：港湾区域内（6港）
：基地港湾（7港）

㉘石狩湾新港内

⑭北海道檜山沖

⑬北海道島牧沖
⑪北海道石狩市沖

⑮北海道松前沖

鹿島港

能代港

秋田港

北九州港

新潟港

⑯青森県沖日本海（北側）

⑨青森県沖日本海（南側）

⑲千葉県いすみ市沖

⑱千葉県九十九里沖

㉙むつ小川原港内

⑫北海道岩宇・南後志地区沖

④千葉県銚子市沖

㉛鹿島港内

㉒青森県陸奥湾

㉓岩手県久慈市沖

㉔富山県東部沖

㉕福井県あわら市沖

㉖福岡県響灘沖㉗佐賀県唐津市沖

㉜北九州港内

①長崎県五島市沖

⑥長崎県西海市江島沖

⑤秋田県八峰町・能代市沖

②秋田県能代市・三種町・男鹿市沖

㉚能代港内・秋田港内

⑦秋田県男鹿市・潟上市・秋田市沖

③秋田県由利本荘市沖（北側・南側）

⑳北海道岩宇・南後志地区沖（浮体）

㉑北海道島牧沖（浮体）

⑩山形県遊佐町沖

⑧新潟県村上市・胎内市沖

⑰山形県酒田市沖

区域名

促進
区域

①長崎県五島市沖

②秋田県能代市・三種町・男鹿市沖

③秋田県由利本荘市沖（北側・南側）

④千葉県銚子市沖

⑤秋田県八峰町・能代市沖

⑥長崎県西海市江島沖

⑦秋田県男鹿市・潟上市・秋田市沖

⑧新潟県村上市・胎内市沖

⑨青森県沖日本海（南側） [事業者公募中]

⑩山形県遊佐町沖  [事業者公募中]

有望
区域

⑪北海道石狩市沖 ⑯青森県沖日本海（北側）

⑫北海道岩宇・
南後志地区沖

⑰山形県酒田市沖

⑬北海道島牧沖 ⑱千葉県九十九里沖

⑭北海道檜山沖 ⑲千葉県いすみ市沖

⑮北海道松前沖

準備
区域

⑳北海道岩宇・南後志
 地区沖（浮体）

㉔富山県東部沖

㉑北海道島牧沖（浮体） ㉕福井県あわら市沖

㉒青森県陸奥湾 ㉖福岡県響灘沖

㉓岩手県久慈市沖 ㉗佐賀県唐津市沖

事
業
者
選
定
済

○ 経済産業省及び国土交通省は、再エネ海域利用法に基づき、海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域として令和５
年10月３日に指定した「青森県沖日本海（南側）」及び「山形県遊佐町沖」について、令和６年１月19日に洋上風力発電事業者
の公募を開始。

※太字下線は令和６年1月に新たに事業者公募を開始した区域

港湾
区域
内

㉘石狩湾新港内（R6.1運転開始）

㉙むつ小川原港内

㉚能代港内・秋田港内（R5.1全面運転開始）

㉛鹿島港内

㉜北九州港内

酒田港

青森港



北海道への期待（堀田の私論）

世界の北海道というポジション(物流、産業、GX金融、etc)

北海道GXによる我が国の革新拠点
→これからは「GXなき産業なし」 国際社会の必須

アジア クロス・ポートとしての発展

そして、世界に冠たる幸福な社会の構築



これらが容易に入手可能である事

再生可能エネルギー（電力、熱）を前提として

水

土地

これからの産業立地に必用不可欠な条件とは？



（注）一次エネルギー消費量（石油換算トン）/実質GDP（米ドル、2010年基準）を日本＝1として換算。

実質GDP当たりのエネルギー消費の主要国・地域比較（2015と2019年）

日本のエネルギー効率は他国よりも高い
→一次エネルギー一単位が生み出すGDPが他国に比して大きい

省エネ大国日本の真価が発揮されるのはGX社会である！



満足度・生活の質に関する指標①
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注：このグラフは、各幸福度指標について他の OECD メンバー国と比べた相対的な日本の強みと弱みを示している。
線が長い項目ほど他国より優れている（幸福度が高い）ことを、線が短いほど劣っている（幸福度が低い）ことを
示す（アスタリスク＊がつくネガティブな項目は反転スコア）。不平等（上位層と下位層のギャップや集団間の差
異、「剥奪」閾値を下回る水準の人々など）はストライプで表示され、データがない場合は白く表示されている。

○2000年代以降、GDP以外で経済社会の進歩を計測する取組が国際的に活発化。
○OECDは最優先の取組に「人々の幸福を政策努力の中心に据えるよう、成長の考え方を
定義すること」を加えた。幸福度を測定する意義について、満足度の向上に必要な各種政
策を立案することに貢献するとしている。

（参考） “OECD How’s Life 

日本の幸福度”（2020年3月）

※「社会的交流」「休暇」については、OECD37か
国+パートナーシップ4か国の計41か国のうち、
データが利用可能な国のみでの順位である。



満足度・生活の質に関する指標②
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○国連SDSN（持続可能な開発ソリューション・ネットワーク）による、2022年の世界幸福度ランキングにおいて、
日本は５４位（調査対象146か国中）。
○日本は健康寿命のスコアが上から2番である一方、他者への寛容さのスコアが世界で下から2番である。

調査方法
１.一人当たりGDP

２.社会保障制度など社会的支援
３.健康寿命
４.人生の自由度
５.他者への寛容さ
６.国への信頼度

上記6項目と「ディストピア（最低の
国の値）とその差分」の合計でスコ
ア化（満点10）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1位 フィンランド
2位 デンマーク

3位 アイスランド
4位 スイス

5位 ニュージーランド
6位 ルクセンブルグ

7位 スウェーデン
8位 ノルウェー
9位 イスラエル

10位 ニュージーランド
11位 オーストリア

12位 オーストラリア
13位 アイルランド

14位 ドイツ
15位 カナダ

16位 アメリカ
17位 イギリス

18位 チェコ
19位 ベルギー
20位 フランス

50位 クウェート
51位 ハンガリー

52位 モーリシャス
53位 ウズベキスタン

54位 日本
55位 ホンジュラス

56位 ポルトガル
57位 アルゼンチン

58位 ギリシヤ
59位 韓国

一人当たりGDP

社会保障制度など社会的支援

健康寿命

人生の自由度

他者への寛容さ

国への信頼度

ディストピア(1.83)との差分

スコア

出典：国連SDSN「World Happiness Report 2022」をもとに作成

項目別 世界1位 日本のスコアと順位
（146か国中）

■一人当たりGDP ルクセンブルグ 1.835 （28位）

■社会保障制度
など社会的支援

アイスランド 1.089 （48位）

■健康寿命 香港 0.866 （2位）

■人生の自由度 カンボジア 0.537 （75位）

■他者への寛容さ インドネシア 0.007 （145位）

■国への信頼度 シンガポール 0.218 （29位）
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Quality of life の向上を目的の一丁目1番地として明確に位置付け「人間存在を政策の中心
に据える」ことに今一度戻るべき

○行政がどんな施策を講じようが、人がより幸せに生きることができる社会になってゆかな
いと意味がない。皆がより良く生きることのできる社会を作ってゆきたいという願い

○インフラ所管省庁は、インフラ整備・維持管理等を通じ、社会にインフラサービスや安
全・安心を提供する役目を担っている。

○他方、ＳＤＧsへの貢献など、これからは、社会全体の付加価値を高めるために、いわば
「モノづくり」を通じた「コトづくり」、「人間中心の考え方」に発想を転換していくことが、
強く求められている。この点は、官僚だけで無く、学会・産業界・経済界も同様。

○住む人、来る人、働く人、大人も子供も老いも若きも、男女すべての「人」のQOLが向
上してゆくように、社会全体を良くしていくことが、この「コトづくり」の神髄であり、行政
の使命。

○そのためには、インフラの「個の領域」を超えて目的達成のために連携し、シナジー効果
を上げてゆく必要がある



人口減少社会を肯定的にとらえてみる
人口減少社会は不幸なのか？

• そもそも人口が多すぎたと考える
→子供のころの遊び場、身近な自然、防災のための遊水地などを開発によって失ったことの
弊害は大きいのでは？

→より自由度の高い国土利用を再構築するチャンス

→二地域、三地域居住が当たり前の社会

• GDPが大きく成長しなくても、生産性を上げれば一人当たりの歩
留まりは上がる(GX、DXによる社会革新)

→一人一人はより豊かになれる。質の高い仕事、社会、生活へ

• 適正人口がいくらかは議論があるが、過渡期を耐えて豊かな社会
を再構築するチャンスととらえれば、悲観論から脱却できる。

• 世界一訪れてみたい安全で豊かな国というブランドの確立
→単なる観光以上の付加価値を与える訪日体験

• 将来に希望がもてること。自虐的に考えないこと。

私の暴論→人口減少なんて怖くない！ようやく訪れたチャンスととらえる前向きさが大事だ！！



「みなと」の視点から社会課題に向き合う

• 人口減少・少子高齢化

• 地球環境問題(GX)／SDGｓ

• デジタル化(ＤＸ)

• 労働人口減少・労働力不足／労働時間上限規制(２０２４問題)

• 減災・防災・国土強靭化

• 稼げる地域・国家への転換(産業、観光、農林水産業)

etc………

★QOLの向上→豊かで幸福な生活の実現

苫小牧港をはじめとした北海道の港湾は、このような社会課題や

地域的要請にいかに貢献できるだろうか、と考えてみて下さい。

視点を変えると新たな地平が見えてくるかも。
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＜入港船舶＞

・船名：MSC Isabella

・船長：399.7m

・船幅：61.0m

・最大積載量：23,656TEU

・建造年：2019年

2021年3月14日、横浜港南本牧ふ頭MC3・4

に入港した世界最大級の大型コンテナ船
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おわりに

Now is Better.
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